
① 大手企業と地元企業で構成されるSPCを
設立し、片岸公園（みのすけ沼）の隣接

 地に、エコスタックや水辺創出等の環境配慮
策を講じた「地域共生型太陽光発電」
（3,144kW）を導入

② 企業版ふるさと納税を活用し、「釜石版サ
ステナブルツーリズム」の研修拠点となる企
業向けワーケーション施設を整備

③ 地元企業で構成されるSPCを設立し、戸
建住宅や事業所等に太陽光発電と蓄電
池を導入

④ 釜石市デコ活支援センターを設置し、地域
 金融機関の窓口対応や担い手研修を実
 施する体制の整備等を推進

釜石市： 「釜石版サステナブルツーリズム」がつなぐ地域脱炭素プロジェクト

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 鉄鋼スラグを活用した藻場再生、ブルーカーボンクレジットの創出
② 地域の再エネを利用したレンタルEVバイクを導入

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：中心市街地エリア、鵜住居エリア
主 な エ ネ ル ギ ー 需 要 家：住宅1,776戸、民間商業施設等113施設、公共施設34施設

共 同 提 案 者： (株)かまいしDMC、釜石東部漁業協同組合、唐丹町漁業協同組合、日本製鉄(株)、(株)マリンエナジー、釜石地方森林組合、
石村工業(株)、(一社)ゴジョる、イオンタウン(株)、(株)小澤商店、(株)サンデー、manordaいわて(株)、(株)ゼロボード、東北電
力(株)、東北電力ソーラーeチャージ(株)、東日本電信電話(株)岩手支店、NTTアノードエナジー(株)、日鉄エンジニアリング(株)、
日本国土開発(株)、(株)ヴェインズ、アジア航測(株)、(株)岩手銀行、(株)東北銀行、(株)北日本銀行、(大)東京大学先端科
学技術研究センター、東北大学大学院、釜石商工会議所、(公財)釜石・大槌地域産業育成センター、岩手県

① 地域共生型太陽光発電事業により得られた収益の一部は、片岸公園
（みのすけ沼）での絶滅危惧種を含めた動植物の生育環境を整える費
 用に充当し、地域の生物多様性保全の活動に還元する

② ワーケーション施設を国内外の企業向けに開放することにより、地元企業と
 のつながりを創生し、産業振興を図る

③ 住民や事業者への融資制度紹介を含む再エネ導入の支援やイベント開
 催等による住民・企業の行動変容の促進や、地元高校と連携した授業を
実施することによるサステナブルツーリズムの担い手育成を実施

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

「地域共生型太陽光発電」の導入

東日本大震災の経験を踏まえた防災・レジリエンスを題材に実施してきたサステナブルツーリズム（企業研修）に、脱炭素をテーマにした研修プログラムを取り入れる。
釜石市デコ活支援センターを整備し、サステナブルツーリズムの担い手育成も行い、新たな釜石版サステナブルツーリズム（サステナブルツーリズム×脱炭素）を展
開する。さらに、企業研修の拠点となる脱炭素の取組を同時に学ぶことができるワーケーション施設を整備するとともに、生物多様性保全のために整備した片岸公
園（みのすけ沼）で、環境配慮策を講じた「地域共生型太陽光発電」を導入する。また、日本製鉄と連携し、地域資源の鉄鋼スラグを活用した藻場再生により
ブルーカーボンを創出し、研修題材とする。こうした企業研修等を通じて、企業の意識や行動変容、地元企業との交流による産業振興を図る。

釜石市デコ活支援センターによる行動変容と担い手育成

釜石版サステナブルツーリズムの実施

企業向けワーケー
ション施設の整備

片岸公園（みのすけ沼）

ワーケーション施設

電力供給・生物多様保全の取組

SPC設立(2社)

ブルーカーボンクレジットの登録・販売
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